海外出張旅費規程

公益（一般）社団法人○○協会
海外出張旅費規程

（平成○年○月○日制定）
（目的）

第1条　この規程は、当法人の役員、職員及び当法人の委嘱を受けたものが、事業の用務のため海外出張する場合の、手続き及び旅費の支給についての必要な事項を定める。

（委嘱者の取扱）

第2条　当法人の役職員以外の者が、当法人の委嘱を受けて海外出張する場合の旅費は、原則として当法人の役職員に準じ支給する。

（適用範囲）

第3条　この規程は、原則として出張期間が1か月以内の短期間の出張に適用し、１ヶ月以上を超える長期間の場合は、別に定めるものとする。

（承認手続き）

第4条　海外出張を命じられた時は、予め稟議手続きを取るとともに出張届（日程表を添え）を提出しなければならない。

（費用の前払）

第5条　海外出張を命じられた者は、旅費概算額の前払いを受けることができる。

（出張の方法及び経路）

第6条　旅費は、もっとも経済的な通常の方法及び経路により計算する。

ただし、業務の都合又は天災地変その他やむを得ない事情により、通常の方法又は経路によることがしがたい場合には、実際に旅行した方法及び経路によって計算する。

（出張中の傷病）

第7条　出張中の傷病又は不慮の災難のためやむを得ず滞在した場合は、滞在費並びに傷病等に関連する実費額を支給する。

２．前項の場合には、医師の診断書又は事実を証明する書類を要する。

（取消料の負担）

第8条　当法人の都合による出張の延期又は中止あるいは傷病その他やむを得ない事由のため、予め購入した航空券等を取り消す場合は、その取消料は当法人の負担とする。

（旅費の内容）

第9条　本規程により支給する旅費の内容は次のものをいい、業務上必要なものに限る。

（１）支度金

（２）交通費

（３）宿泊費・日当

（４）旅行雑費

（支度金）

第10条　支度金は、海外出張に際して支給する。支給の額は次のとおりとする。

初回の場合　役員　120,000円
部長　100,000円

主任90,000円
主任以下　80,000円

２．再出張する場合、支度金の支給基準は前回出張出発日を基準に次のとおり支給する。

1年以上～2年未満
３０％

2年以上～4年未満
５０％

4年以上
１００％

（交通費）

第11条　交通費は、本国を出発し本国に帰着するまでに要した交通費で、利用する交通機関のいかんを問わず実費を支給する。航空機は原則として役員はビジネスクラス、その他はツーリストまたはエコノミークラスとする。

ただし、やむを得ない事情により、この規程の定めによらない場合は、予め常務理事の承認を得なければならない。

（宿泊費及び日当）

第12条　宿泊費及び日当は、次の区分により支給する。
	宿泊費（一日）

日　当（一日）
	22,500円

7,200円


２．日当の支払に用いる日数は出発日（日本で乗船又は離陸した日）から帰着日（日本に上陸又は着陸した日）の前日までとする。

（旅行雑費）

第13条　旅行雑費は、出張に際しまた出張中に出張者が支払った次の諸経費について、支払った実費を支給する。

（１）出入国税、外貨購入及び交換手数料、旅券交換手数料、旅行査証手数料、予防注射料、その他旅行に必要な費用

（２）業務上の電報料、電話料、郵便料、その他通信費、荷物の輸送費

（３）業務上必要な資料の購入、文献収集、通訳料、会議費、交際費、その他の費用

以上の実費の支出については、領収書及び関係資料を添付しなければならない。また、出張先での関係先との会議、交際等に要する費用及び訪問先に対する土産等の携行品に要する費用は、出発前に常務理事の承認を得た金額とする。

（海外旅行傷害保険）

第14条　海外出張に対し、次のとおり海外旅行傷害保険を付保する。

（１）契約者は当法人とする。

（２）保険料については全額当法人負担とする。

（３）被保険者は本人とする。

（４）保険金受取人は当法人とする。

（５）保険期間は出張期間とする。

２．出張者に対する補償は別途定める。

（他より旅費支給のある場合）

第15条　出張者が当法人以外の関係先より旅費を支給された場合は、支給された金額相当額を所定の出張旅費から差し引くものとする。

（精算及び報告）

第16条　出張旅費の精算は、帰国後一週間以内に行うものとする。また、出張者は帰国後二週間以内に出張報告書を作成し、実行日程表を添付し、常務理事へ報告しなければならない。

２．出張中の特殊事情により規定額を超える費用を必要とした場合、その超過額については、常務理事の承認を得たものに限り支給する。

（その他）

第17条　団体旅行参加の場合は、その団体で定められた費用を支給する。ただし、団体費用に含まれる費用の内容によっては、団体費用以外に別途当法人が一部支給するものとする。

２．この規程に定めのない事項並びに運用解釈上の疑義は、その都度合議の上常務理事が裁定する。
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